
サービス付き高齢者向け住宅に対する固定資産税の減額措置について 

 
令和７年３月３１日までの間に新築されたサービス付き高齢者向け住宅である貸家

住宅で、次の要件を満たす場合は、申告により固定資産税が一定期間減額されます

（都市計画税の減額はありません）。 

≪減額の対象となる住宅および要件≫ 

次の要件をすべて満たす住宅であること。 

（１）『高齢者の居住の安定確保に関する法律』に基づき、西宮市長による登録を受

けたサービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅で、令和７年３月３１日まで

の間に新築されたこと 

 

（２）上記の登録を受けた住宅の戸数が１０戸以上であること 

 

（３）１戸当たりの床面積が３０平方メートル以上１６０平方メートル以下であるこ

と 

 

（４）居住部分と非居住部分（事務室等）がある場合は、居住部分の割合が全体の床

面積の２分の１以上であること（ただし、非居住部分は減額の対象とはなりま

せん。） 

（５）主要構造部が（準）耐火構造であること、又は総務省令で定める構造等を有す

ること 

（６）当該住宅の建設に要する費用について、スマートウェルネス住宅等推進事業の

うちサービス付き高齢者向け住宅（高齢者専用賃貸住宅の整備を行う事業によ

り建設されたものを除く。）の整備を行う事業に係る補助を受けていること 

（７）入居者との契約方式が賃貸借契約であること 

※なお、１戸当たりの床面積については、独立的に区画された部分ごとに区分所有家

屋に準じた方法（「区画された部分の床面積＋その床面積割合であん分した共用部

分の床面積」）で判定します。 

 



≪減額される期間および税額≫ 

新たに固定資産税が課税されることとなった年度から５年度分に限り、固定資産税

額の３分の２が減額されます。 

ただし、居住部分で貸家の用に供している部分のみを対象として、１戸当たり１２

０平方メートル相当分が限度とされます。 

なお、サービス付き高齢者向け住宅に対する減額措置は、新築住宅に対する減額措

置に代えて適用されます。 

≪申告の際に必要な提出書類≫ 

新たに固定資産税が課税されることとなる年度の初日の属する年の１月３１日まで

に以下の書類を添えて申告してください。 

（１）サービス付き高齢者向け住宅に対する固定資産税の減額申告書 

（２）サービス付き高齢者向け住宅である貸家住宅として西宮市長の登録を受けたこ

とを証する書類 

（３）（準）耐火構造又は総務省令で定める建築物であることを証する書類 

（４）当該住宅の建設に要する費用についてスマートウェルネス住宅等推進事業のう

ちサービス付き高齢者向け住宅の整備を行う事業に係る補助を受けていること

がわかる書類（補助金交付決定通知書の写し又は補助金の受領を確認できる書

類） 

（５）入居者との契約方式が賃貸借契約であることを証する書類 

※上記（２）～（５）の提出書類については、写し（コピー）でも受付します。 

 

◎お問い合わせ先 

西宮市役所  資産税課 〔〒６６２-８５６７ 西宮市六湛寺町１０番３号〕 

家屋第１チーム （０７９８）３５－３２２５ 

家屋第２チーム （０７９８）３５－３２２７ 

（塩瀬・山口地区） 

資産税課 北部土地家屋チーム （０７９７）６１－００４８ 


